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１ 趣 旨 

  多様な個性や特性、背景を有する子供たちを包摂する柔軟な教育課程を促進するため、

標準授業時数の弾力化に関して教育課程等の改善に資する実証的資料を得るために必要が

ある場合には、文部科学省は、特定の学校を学校教育法施行規則第５５条（同規則第７９

条、第７９条の６及び第１０８条第１項で準用する場合を含む。）、第８５条（同規則第

１０８条第２項で準用する場合を含む。）及び第１３２条に基づく研究開発等を実施する

学校（以下「サキドリ研究校」という。）に指定する。 

 

２ サキドリ研究校の指定 

(1)  研究開発の実施を希望する小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学

校、特別支援学校（以下「学校」という。）の管理機関（公立の学校にあっては当該学

校を所管する教育委員会、国私立の学校にあっては当該学校を設置する者をいう。ただ

し、同一の都道府県内の二以上の市区町村の教育委員会がそれぞれ所管する公立の学校

が、同一の研究開発の実施を希望する場合であって、当該都道府県の教育委員会が当該

学校を所管する全ての市区町村の教育委員会の同意を得ており、かつ、文部科学省が特

に必要と認める場合にあっては、当該都道府県の教育委員会をいう。以下同じ。）は、

都道府県の教育委員会若しくは知事を経由して（国立大学法人及び指定都市教育委員会

にあっては直接）、文部科学省に指定申請書を提出するものとする。指定申請書には当

該学校の同意書を添付するものとする。 

(2) 文部科学省は、指定申請書に記載された研究開発実施計画を審査し、適切と認めると

きは当該学校をサキドリ研究校に指定する。 

 

３ 研究開発の実施 

サキドリ研究校においては、学校教育法施行規則第５５条（同規則第７９条、第７９条

の６及び第１０８条第１項で準用する場合を含む。）、第８５条（同規則第１０８条第

２項で準用する場合を含む。）及び第１３２条に基づき、現行の教育課程の基準によら

ない教育課程を編成し及び実施して研究開発を行う。 

 

４ サキドリ研究校の運営 

(1)  管理機関は、研究開発の進捗を管理し、サキドリ研究校に対し必要な支援を行うとと

もに、市区町村教育委員会（指定都市教育委員会を除く。以下同じ。）は適時、サキド

リ研究校の取組の進捗及び成果について都道府県教育委員会へ報告を行うものとする。 



(2)  都道府県知事は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第二十七条の五に基づ

き、必要と認めるときは、当該都道府県教育委員会に対し、サキドリ研究校に係る専門

的事項について指導助言又は援助を求めることができる。 

(3)  都道府県教育委員会は、サキドリ研究校の取組の把握のため、管理機関と適時情報共

有を図りつつ、必要に応じて適宜の頻度でサキドリ研究校に指導主事の派遣を行うなど

必要な支援に努めることとする。また、管内の市区町村教育委員会に対し、サキドリ研

究校の運営に関し必要な指導助言を行うことができる。 

(4)  都道府県知事から４(2)に基づくサキドリ研究校に係る専門的事項について指導助言又

は援助の求めがあった場合には、都道府県教育委員会は必要な支援に努めることとす

る。 

(5)  文部科学省及び７に定める教育研究開発企画評価会議は、サキドリ研究校における研

究開発の実施状況につき、必要な指導助言を行うとともに、実地に調査することができ

る。 

 

５ 指定の期間 

サキドリ研究校としての指定の期間は、指定を受けてから令和10年３月31日までとす

る。 

 

６ 実績の報告及び活用 

(1) サキドリ研究校においては、管理機関や都道府県教育委員会と連携しつつ、編成する

教育課程の趣旨及び内容について、地域や保護者への説明を行うなど適宜の方法により

適切に説明責任を果たすとともに、地域や学校の実態に応じて、研究発表会、公開授

業、研修会等の開催、インターネットによる情報提供などの取組を実施することによ

り、研究開発の成果が他校における研究に資するよう、積極的な情報提供を行うものと

する。 

(2) 管理機関は、サキドリ研究校の研究開発に対する支援や指導・助言を適切に行うとと

もに、サキドリ研究校における研究開発の成果・実績を毎年度文部科学省に報告しつ

つ、管内の他の学校に周知・共有を図るものとする。 

(3) (2）により文部科学省に報告された実績については、文部科学省においてその集録を

編集し、一部または全部を修正・翻案し、文部科学省刊行物をはじめとした書籍、イン

ターネット及びその他の媒体により公表することができるものとする。 

(4) 都道府県教育委員会においては、管内の学校及び市区町村教育委員会の参考に資する

よう、管内の指定校の研究開発の成果を可視化しつつ、情報提供に努めるものとする。 

 

７ 教育研究開発企画評価会議 

(1)  研究開発の推進に係る企画、研究開発実施計画の審査、サキドリ研究校における研究

開発の実施状況についての指導助言等及び研究開発の実績の評価等を行うため、文部科

学省初等中等教育局に教育研究開発企画評価会議を置く。 

(2)  教育研究開発企画評価会議は、学校教育に専門的知識を有する者、学識経験者、関係



行政機関の職員等をもって構成する。 

 

８ 文部科学大臣の講ずる措置 

(1) 文部科学大臣は、サキドリ研究校における研究開発の実施が、指定の趣旨及び事業目

的に反し、又は沿わないと判断するときは、教育研究開発企画評価会議の意見を聴い

て、指定の解除その他の必要な措置を講ずるものとする。 

(2)  文部科学大臣は、管理機関からサキドリ研究校に関する指定の解除の申し出があった

ときは、当該サキドリ研究校の指定の解除を行うことができる。 


